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＜研究目的＞ 本研究の目的は、日本の精神科病院が、地域医療を中心とした精神科医療への転換の可
能性があるかを探ることにある。精神科病院を閉鎖した A県の B病院と、10年以上に渡り長期入院者（1
年以上入院者）の地域移行を行っている C県の援護寮 Dの 2つ事例を元に現状分析を行う。 
＜研究方法＞ 2016年 6月、A県の B病院に現地訪問調査を実施した。2017年 3月には C県 D施設の精
神保健福祉士 3名に半構造化面接によるインタビューを行う。修正版グラウンデッドセオリーに基づき、
MAXQDAソフトを用いインタビューデータを元に分析ワークシート化した。そして、オープンコーディン
グで概念生成しストーリーラインを作成した。 
＜研究結果＞  
 A県 B精神科病院は 2016年 6月 1日付けで病院を閉鎖し、診療所へ事業変更が行われていた。入院患
者は地域のグループホーム等施設へ退院し、職員は、診療所や福祉施設等の配置転換が行われていた。 
 C県 D施設のインタビューについては表 1のストーリーラインとしてまとめた。《退院阻害要因》の①
②の項目は今後の課題であるが、③から⑥には適切な《退院促進要因》があれば退院の可能性が高くな
ることが抽出された。 
表 1  インタビューのストーリーライン 
                
   
重度事例に関するサポートの課題（例：PACT） 
       今後の政策課題 
          
 
○退院                                           
 
 
 
 
《退院阻害要因》 
①重度の精神症状による混乱する 事例） 
②退院による医療機関の経営コストの課題         
③長期入院による本人の意欲低下 
④退院先がない 
⑤家族の受入がない 
⑥地域の受入がない 
《退院促進要因》 
①長期入院後の退院者モデルの増加 
②24時間のクライシス対応できる機関の増加 
③精神障がい者自身が SOSを出せること 
④入所、通所施設の充実 
⑤アパート等の住居確保 
⑤訪問看護等サービスの充実 
⑥ピアサポートの拡充 
⑦地域移行等事業や病院職員の働きかけ  
＜考察＞ A県 B病院では、精神科病棟を廃止し地域移行を行っていた。約 20年前から構想されてきた
病棟解体は、イタリアの精神医療や、埼玉のやどかりの里等をモデルとしたものであった。 
C県 D施設では、現在まで 63名の長期入院者の地域移行支援を行っていた。訓練施設からの卒所者は、
施設等へ通所し、訪問看護等の訪問サービスを受けながら、単身アパートやグループホーム、実家等で
生活をしている。 
どちらの機関も、長期入院者でも支援体制を整えることで地域移行、地域定着ができる支援を実現し
ていた。一方でどちらの機関にも、精神症状や長期入院による生活能力低下が要因で退院が難しく転院
や再入院をした事例があり課題とされていた。課題はあるものの、2つの機関の地域移行の取り組みは、
厚生労働省の目標である「2020 年までに 39,000 人の社会的入院者の退院」の実現を示唆するモデルと
なるのではなかろうか。 
＊研究成果については聖隷社会福祉研究第 10号に報告予定。 
 
③～⑥の退院阻害要因も退院促進要因があれば退院できる 
